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令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊婦の分娩様式を中心とした診療体制の整備と均てん化 

 

研究分担者：定月みゆき 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 産科医長 

研究協力者：蓮尾泰之  独立行政法人 国立病院機構 九州医療センター 産婦人科部長 

      林 公一  独立行政法人 国立病院機構 関門医療センター 産婦人科部長 

      中西 豊  独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科部長 

      五味淵秀人 吉田産婦人科小児科医院 副院長 

      中西美紗緒 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 産婦人科医師 

      杉野祐子  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター ACC 看護師 

      中野真希  横浜市立市民病院 産婦人科 病棟師長（助産師） 

      源 名保美 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター病棟師長（助産師） 

 

研究要旨： 

2018年 3 月に発刊された HIV感染妊娠に関するわが国独自の診療ガイドラインならびに 2019 年

3 月に改訂発刊された HIV 母子感染予防対策マニュアル第８版により、日本全国において HIV 感染

妊婦診療の均てん化が期待されるが、現場では HIV感染妊婦の受入がスムースに行われていない現

状を目の当たりにする。一方で海外ではウィルスコントロールが良好な症例に対しては経腟分娩が

行われるようになり、日本でも患者が経腟分娩を希望する可能性が考えられる。HIV 感染妊婦の受

入そのものが困難であるエイズ診療拠点病院や周産期センターにおける問題点を調査・解析するこ

とにより、今後 HIV感染妊婦の受入先を増やし妊婦の生活圏での出産を可能にすることを目的とす

る。一方で HIV感染妊婦が安全に経腟分娩できる診療施設基準を明確にし、わが国での HIV感染妊

婦の経腟分娩導入に向けて診療体制を整えることを課題としている。 

 

A.研究目的 

平成 30 年度に行った HIV 感染妊婦に対す

る診療体制の現状調査から、エイズ拠点病院

かつ総合または地域周産期母子医療センタ

ーの約 7 割（113 施設）で HIV 感染妊婦の分

娩が受け入れ可能であった。受け入れ不可施

設の理由は、近隣に受け入れ可能な病院があ

ることや HIVに対する知識・経験不足であっ

た。受け入れ可能な 113施設のうち、経腟分

娩が可能と考えている施設は 33施設(29.2%)

であったが、経腟分娩を積極的に考えている

のは 7 施設のみで、HIV 感染妊婦の分娩経験

数も 5 例以下がほとんどであった。一方 HIV

感染妊婦の分娩経験数が多い施設ほど経腟

分娩に消極的であった。今年度は前回の調査

で HIV感染妊婦の分娩を受け入れると回答し

た施設に対し二次アンケート調査を行い、経

腟分娩の可否ならびに経腟分娩を可能とす

る基準を明確にし、適切で実行可能な診療体

制の提案を行うことを目的とする。 

 

B.研究方法 

平成 30 年度の一次アンケート調査におい

て HIV感染妊婦の分娩を受け入れ可能と回答
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した 113 施設のうち施設名を特定できた 109

施設に対して、医師または看護職にそれぞれ

経腟分娩の受け入れの可否ならびに自施設

の受け入れ状況を研究班のホームページへ

公開することの可否についてアンケート調

査を行い、集計・解析した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は「人を対象とする医学系研究に

関する倫理指針」及びヘルシンキ宣言を遵守

して実施する。本研究は個人を対象とする調

査ではなく、医療機関に対するアンケート調

査で収集されたデータを扱うが、データは研

究を担当するスタッフのみがアクセス可能

とし、内容が第三者の目に触れないように、

また、データが漏洩しないように、作業方法、

作業場所、データ保管方法等を厳重に管理し

ている。研究成果の公表に際しては、調査対

象となる医療機関のプライバシーについて

は十分に配慮する。 

本研究は国立研究開発法人国立国際医療

研究センター倫理委員会で審査され、令和 1

年 11 月 8 日付けで承認されている（研究課

題名：HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした

診療体制の整備と均てん化、承認番号：NCGM-

G-003093-01）。 

 

C.研究結果 

平成 30 年度の一次アンケート調査におい

て HIV感染妊婦の分娩を受け入れ可能と回答

した 113 施設のうち施設名を特定できた 109

施設に対して、令和 1年 12月に、医師または

看護職にそれぞれ経腟分娩の受け入れの可

否とその問題点ならびに診療体制の公表に

ついて問う二次アンケート（別紙１）を送付

し、医師 79 施設(72.5%)、看護職 38 施設

(34.9%)から回答を得た。医師と看護職双方

から返信があったのは 27 施設であった。看

護職からの返信で 1施設は分娩を休止してい

た。 

 回答内容を集計・解析した結果を令和 2年

11 月 27 日から 12 月 25 日の間に Web 開催さ

れた第 34 回日本エイズ学会学術集会・総会

においてポスター発表した（別紙２）。 

また、HIV感染妊婦の診療体制 HPに関し

て回答が得られた医師 79施設、看護職 38

施設のうち、どちらか一方でもホームペー

ジへの掲載を許可すると答えた施設は 90施

設みられた。掲載を希望する内容は、HIV感

染妊婦の受け入れの可否のみならず、受け

入れ条件など多岐にわたっていた。二次ア

ンケートにおいて受け入れ可能と回答し、

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫

学的・コホート的調査研究と情報の普及啓

発法の開発ならびに診療体制の整備と均て

ん化に関する研究(hivboshi.org)」ホーム

ページへの掲載に同意が得られた 60施設の

施設名、連絡先等の一覧を掲載した（別紙

３）。 

 

D.考察 

今回のアンケート調査において、医師側の

回答率は 72.5%であったが、看護職側の回答

率が 34.9%と低かった。医師側、看護職側の

双方から回答が得られた施設は 27 施設しか

なかったため、今回の目的の一つであった医

師と看護職との経腟分娩に対する受容の差

については、検討が難しい状況である。また、

分娩様式の決定は医師が行うため、看護職に

は答えにくいアンケート内容であったこと

が推察される。経腟分娩を行う場合は助産師

等の看護職の関与がより大きな比重を占め

ることになるため、看護職の分娩立ち会いに

おける問題点の検討は今後の課題である。 

今回の調査において、医師・看護職ともに

自然経腟分娩を受け入れると回答した施設

は１施設に過ぎなかった。医師側のみ受け入

れる施設が 3施設、看護職側のみ受け入れる

と回答した施設が 2施設であり、同じ施設内

でも医師と看護職の考え方に乖離がある可

能性が示唆された。今後実際の受け入れに向
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けては各施設内での調整が必要と考えられ

た。 

計画分娩での経腟分娩受け入れを可能と

回答した施設は医師、看護職併せて 13 施設

あるが、自然経腟分娩での対応が難しい理由

として夜間休日のマンパワー不足や緊急帝

王切開への対応が困難と回答した施設が多

く、いずれも夜勤帯の手薄な状態での分娩を

避けたいという状況が伺えた。日本における

産科医療の大きな問題点と考えられる。また、

針刺し事故対応困難を理由にあげる施設も

みられるため、未だ針刺し事故等に対する感

染対策が徹底されていない可能性がある。 

経腟分娩は受け入れない、または陣痛発来

などのやむを得ない場合のみ経腟分娩を受

け入れると回答した施設は医師、看護職併せ

て 87 施設みられ、その中で今後経腟分娩受

け入れ体制を整備する予定と答えたのは医

師のみで 4施設であった。一方で今後も経腟

分娩不可と回答した施設は医師、看護職併せ

て 42 施設みられ、現状での経腟分娩の導入

は困難であることが窺われた。 

経腟分娩不可能と回答した施設において、

その理由としては帝王切開の方が母子感染

リスクを低下させるという回答が最も多か

った。近年の報告では血中 HIVウィルス量が

感度以下にコントロールされている症例で

は帝王切開群と経腟分娩群との間で母子感

染率に有意差はないが、日本産科婦人科学会

の産婦人科診療ガイドライン産科編 2017 の

CQ610において、「選択的帝王切開術により母

子感染が減少するので、現時点では選択的帝

王切開術が勧められる」と記載されているた

め、経腟分娩導入は考慮しないという記載も

みられた。本研究班で 2018 年 3 月に発行し

た HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン

（初版）ならびに 2019年３月に発行した HIV

母子感染予防対策マニュアル（第 8版）にお

いては施設と症例の基準を満たしていれば

各施設の状況により分娩様式を選択できる

としている。今後は日本産婦人科学会の診療

ガイドラインにも経腟分娩に対する記載の

変更を働きかける必要がある。 

次に他科との連携が困難であると言う理

由を挙げた施設が医師、助産師ともに多く、

小児科ならびに感染症科との連携強化が求

められる。 

医師側では産科医のマンパワー不足をあ

げる施設が 25 施設あり、我が国における産

科医不足が経腟分娩の導入にも影響してい

ることが窺われた。また、医療スタッフの HIV

出産管理への対応が周知されていないこと

を理由とした施設も 3割程度みられ、今後は

これらの施設を対象にした研修等を行うこ

とにより知識の向上が望まれる。 

 

E.結論 

今回の調査からは、医師または看護職のい

ずれかが HIV感染妊婦の自然または計画経腟

分娩に対応可能な施設が 21 施設あることが

わかったが、そのうち過去 4年間に HIV感染

妊婦の分娩実績がある施設は 7施設にすぎな

い。 

また、研究班のホームページ上で各地域で

の HIV感染妊婦の受入を確認することができ、

妊婦が自分の生活圏で安全に分娩する場所

を選択できると考える。経腟分娩の導入に当

たっては妊婦の生活圏内での分娩は必須に

なると思われる。 

今後、安全に HIV感染妊婦の経腟分娩を導

入するためには、ガイドラインやマニュアル

による管理体制の周知と妊婦が生活圏内で

分娩する体制を整えることが重要と考える。 

 

G.研究業績 

学会発表 

1. 定月みゆき、杉野祐子、蓮尾康之、林 公

一、五味淵秀人、中西 豊、中西美紗緒、

源名保美、中野真希、山田里佳、吉野直人、

杉浦 敦、田中瑞恵、大津 洋、喜多恒和：
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HIV 感染妊婦への診療体制の現状と経腟

分娩導入への課題．第 34 回日本エイズ学

会学術集会・総会．Web開催、2020.11-12

月 

2. 岩動ちず子、吉野直人、伊藤由子、大里和

広、小山理恵、高橋尚子、杉浦 敦、田中

瑞恵、谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、 

喜多恒和：HIVおよび妊婦感染症検査実施

率の全国調査．第 34回日本エイズ学会学

術集会・総会．Web開催、2020.11-12月 

３．伊藤由子、吉野直人、杉浦 敦、岩動ち

ず子、大里和広、小山理恵、高橋尚子、

田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、桃原祥

人、定月みゆき、喜多恒和：HIV スクリ

ーニング検査実施率と妊娠中後期での

再検査の検討．第 34 回日本エイズ学会

学術集会・総会．Web 開催、2020.11-12

月 

４．杉野祐子、谷口 紅、池田和子、青木孝

弘、田沼順子、中濱智子、東 政美、生

島 嗣、若林チヒロ：HIV 陽性者の併存

疾患と受診行動－「HIV 陽性者の健康と

生活に関する全国調査」の結果から（第

４報）．第 34回日本エイズ学会学術集会・

総会．Web開催、2020.11-12月 

５．若林チヒロ、池田和子、杉野祐子、谷口 

紅、中濱智子、東 政美、生島 嗣：HIV

陽性者の基本的属性－「HIV 陽性者の健

康と生活に関する全国調査」の結果から

（第１報）．第 34回日本エイズ学会学術

集会・総会．Web開催、2020.11-12月 

６．谷口 紅、杉野祐子、中濱智子、東 政

美、池田和子、青木孝弘、田沼順子、生

島 嗣、若林チヒロ：HIV 陽性者の病名

開示－「HIV 陽性者の健康と生活に関す

る全国調査」の結果から（第５報）．第 34

回日本エイズ学会学術集会・総会．Web開

催、2020.11-12月 

７．東 政美、中濱智子、渡邊 大、上平朝

子、池田和子、杉野祐子、伊藤 紅、斎

藤可夏子、若林チヒロ、生島 嗣：HIV陽

性者の高齢化と介護～「HIV 陽性者の健

康と生活に関する全国調査」の結果から

（第３報）．第 34回日本エイズ学会学術

集会・総会．Web開催、2020.11-12月 

８．中濱智子、東 政美、渡邊 大、上平朝

子、池田和子、杉野祐子、谷口 紅、生

島 嗣、若林チヒロ：HIV 陽性者の情報

の Up dateにおける課題～「HIV陽性者

の健康と生活に関する全国調査」の結果

から（第２報）．第 34回日本エイズ学会

学術集会・総会．Web 開催、2020.11-12

月 

 

論文  

１．林公一：関門医療センター院内広報誌：

「海峡」―世界エイズデー2020：コロナに   

負けるな 

２．中西美紗緖、大石 元：妊娠と感染症 

HIV．周産期医学 50：1505-1507，2020 

３．定月みゆき：新 経腟分娩を成功させる 29

の提言 内科合併症の経腟分娩 HIV 陽

性妊婦．周産期医学 51：129-131，2021 

４．杉野 祐子、定月 みゆき、谷口 紅、鈴木 

ひとみ、池田 和子、大金 美和、中西 美

紗緒、菊池 嘉、岡 慎一：国立国際医療

研究センター(NCGM)における HIV感染妊

婦の妊娠方法に関する検討．日本性感染

症学会誌 31：2021 in press 

 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 

2.実用新案登録 なし 
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